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1. 序 論 
南太平洋をはじめ世界には数多くの環礁州島が存在

し，環礁から成る島嶼国も多い．環礁州島とは環状の

サンゴ礁上に低平な州島が形成されたもので，中央に

は外洋と比べ水深の浅いラグーンが存在する．環礁州

島の大きな特徴としては河川が無いことや利用可能な

土地資源が極端に限られていることなどが挙げられる． 

近年，環礁州島では沿岸域の人工改変に伴うと考え

られる海岸侵食が問題となっている．Xue（2001）は，

マーシャル諸島マジュロ環礁では州島の都市化が進む

につれてリーフの掘削や航路の建設が盛んに行われる

ようになり，それに伴って漂砂移動が変化したために

海岸侵食が生じたことを明らかとした．また，今後生

じる海面上昇に対しても脆弱性が非常に高く，波浪や

海水位などの物理環境の変化によってどのような地形

変化が生じるのかを定量的に評価することは，今後の

国土維持を考えるにあたって重要な知見になると考え

られる． 

これまで著者らは上述の視点からマジュロ環礁にお

ける地形維持について数値計算と現地調査から検討を

行ってきた．横木ら（2004）ではマジュロ環礁の現地

調査と波浪場の数値計算を行った．現地調査では海岸

断面の測量と流速観測を行い，数値計算ではマジュロ

環礁における底質の移動を回折波と風波によると考え，

計算によって得られたそれぞれのエネルギーフラック

スを用いて漂砂移動方向の推定を行った．しかし，こ

の中では海面上昇については取り扱っておらず，漂砂

に関しても定量的な検討を行うまでは至らなかった． 

そこで本研究ではマーシャル諸島マジュロ環礁を対

象とし，浅海域にも適用できる第三世代波浪推算モデ

ル（SWAN40.41）を用いて環礁周辺も含む広い領域で

の波浪場の算定を行い，得られた波浪エネルギーフラ

ックスと堆積物生産量を用いて州島の地形維持過程を

シミュレーションすることを目的とした．また，海面

上昇を想定し海面を0.88m 上昇させた場合の計算も行

った．これらから海面上昇後において波浪による地形

変化のポテンシャルがどのように変化するのかを定量

的に明らかとすることを試みた．さらに計算結果と

2005 年8月および2006年8月に行った現地調査結果と

の比較を行った． 

2. マジュロ環礁現地調査 

2.1 マーシャル諸島共和国マジュロ環礁 

 マーシャル諸島共和国は北緯 4～19 度，東経 160～

170 度にあり，首都であるマジュロ環礁はその南西部

に位置している．図‐1 に示すのがマジュロ環礁の全

体図である．マジュロ環礁は南北方向におよそ 10km，

東西方向に約 40km の大きさで，環礁西部には旧中心

地である Laura 地域，環礁東部には現在の市街地であ

る Uliga 地域が位置している．また，それら 2 つの地

域をつなぐ細長い地域が Long Island地域である．Laura

地域から Uliga 地域までは一連の連なった州島で形成

されており，Long Island東部にある小型船舶の航路を

除いては，外洋とラグーンは完全に分断されているこ

とになる．それとは対照的に北部では切れ切れの州島

が多く見られ，特に中央部には大型船舶の航路である

Passageが存在していることが特徴として挙げられる． 
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図‐1 マジュロ環礁 
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2.2 現地調査概要 

 2005 年 8 月および 2006 年 8 月にマジュロ環礁にお

いて現地調査を行った．現地調査では，海浜断面の測

量および流速計を用いた定点観測を約 1 週間の日程で

行った．本論文では，2005年に観測した流速計データ

と 2006年に行った断面測量結果に関して，Laura地域

に着目した結果を示す．測線および流速計の設置位置

は図‐2に示すとおりである． 

2.3 海浜断面変化と流速計データの解析 

 図‐3に示すのが 2006年 8月の Laura先端における

海岸断面測量結果である．図中には現地調査で測量し

たもの（Aug. 2006）と，SOPACによる過去の測量結果

（6-Feb. 1997, 24-Apr 1998）を示した．これより，Laura

先端部分では侵食傾向が非常に強く，汀線は約 10年間

でおよそ 15m後退したことがわかる． 

 図‐4，5は2005年8月のLaura先端およびLong Island

西部における流速計の観測結果について，軌道流速成

分と平均流速成分とに分離したものを示している（横

木ら, 2006）．軌道流速成分は波による水粒子の楕円運

動を表し，平均流速成分は水粒子の流れを表している．

両者を比較してみると，Laura先端では主流向が周期的

に変動しており，それに伴って平均流速も変化してい

ることが見てとれる．これは観測期間の潮位変動とよ

く一致しており，潮位が変化することによって，周期

的な流れがリーフ上で生じていることが考えられた．

一方，Long Island西側の流速計データでは，主流向の

図‐2 測線および流速計の位置 
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図‐4 Long Island西側における流速および流向の観測結果 
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図‐5 Laura先端部における流速および流向の観測結果 

図‐3 Laura先端における断面地形変化 
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周期的な変化は見られず，流速についてはほぼ全期間

において軌道流速が上回っていることがわかる．これ

より，外洋は完全に遮られている Long Island西側のラ

グーン側では波浪が地形変化や底質輸送に関して支配

的な要因であると考えられ，Laura先端部およびその周

辺では潮位変動に伴う流れが支配的要因となっている

ことが考えられた． 

3. 地形維持過程の数値シミュレーション 
3.1 波浪場の算定 

波浪場の算定には屈折や浅水変形・風による波の発

達の効果に加えて，擬似的ではあるが，回折の効果も

考慮されている SWAN40.41を用いた（Booijら，2004）．

計算には ECMWF（European Center for Medium-Range 

Weather Forecasts）より入手した 2002年と 2003年のう

ねりの有義波高および平均波向きを月平均した値を用

い，JONSWAP型スペクトルとして境界条件に与えた．

風の場については現地測候所より入手した 2004 年の

風速･風向データを月平均したものを領域全体で与え

た．計算領域は図‐6 に示す 30km×45km の領域とし，

計算メッシュは 240m×240mの正方格子とした．また，

周波数分割数は 35，波向き分割数は 35 とした．水深

のデータは計算メッシュ毎に該当する水深を海図から

読み取り水深データを作成した．以上の条件のもと，

各月における波浪場の算定を 12 ヶ月分行った．また，

海面上昇後を想定し，水位を 0.88m 上昇させた場合の

波浪場の算定も同様に 12ヶ月分行った． 

3.2 堆積ポテンシャルの算定 

エネルギーフラックスの沿岸方向成分 'W の算定に

は海岸工学委員会（2000）を参考に式(1)を用いた． 

ここで，Eは波のエネルギー，Cg は群速度， shθ は沿
岸方向座標に対する汀線の傾斜角度であり， bθ は砕波
点における波向きである．汀線の傾斜角度は，州島メ
ッシュにおける汀線角度を海図や衛星画像から読み取
って与えた．計算幅は波浪場算定と同様とし，沿岸漂
砂量は CERC公式（海岸工学委員会, 2000）から算定し，
現地調査から見積もられた有孔虫による底質供給量
（藤田, 2005）を足し合わせ土砂変化量を求めた．なお，
本計算によって得られる土砂変化量はもともと計算点
にある堆積物量を考慮していないため，算定された沿
岸漂砂量がそのまま移動することになる．これは計算
点における土砂変化量のポテンシャルを示したものと
解釈することができ，本研究では算定された土砂変化
量を堆積ポテンシャルと名付けて取り扱うこととした． 
3.3 堆積ポテンシャルの計算結果 

図‐7は Long Island西部のラグーン側（図‐6（a））

における土砂堆積量ポテンシャルを示したものである．

 )cos()sin(' shbshbgCEW θθθθ −−⋅= (1) 

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

1 5 9 13 17 21 25 29 33 37 41 45 49 53 57 61 65 69 73 77 81 85 89 93 97 101 105 109 113 117 121 125 129 133 137

土
砂

変
化

量
(m

3
/
yr

)

Present

After SLR

図‐7 Long Island西部ラグーン側の土砂堆積量のポテンシャル 
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図‐8 Lauraラグーン側の土砂堆積量のポテンシャル 
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横軸の No.81 以降は環礁北部の Passage から進入する

外洋の高波浪の影響によって，海面上昇後の土砂変化

ポテンシャルが大きく変化し，侵食および堆積それぞ

れの方向に大きく増加する結果となった．また，No.17

付近では海面上昇後には侵食・堆積の傾向が非常に顕

著に表れるようになり，その土砂堆積量ポテンシャル

に大きな変化が生じることが明らかとなった．侵食の

変化量としては最も大きいところで 4.5 倍となる結果

となった．これより，Long Island地域は非常に島の細

い地域ではあるが，潜在的な土砂堆積量の大きい地域

であることが分かった． 

 図‐8に Laura地域ラグーン側（図‐6（b））の計算

結果を示す．侵食域では侵食の加速といった同様な傾

向が見られた．しかし，先端部を除いて Long Island地

域ほどの変化ポテンシャルは無く，全体的に堆積傾向

であった．特に Laura の先端部では大きく堆積する結

果となった．  

4. 現地調査結果と計算結果の比較 

本研究では，波による沿岸方向エネルギーフラック

スから沿岸漂砂量を算定し，有孔虫による堆積物生産

量を考慮して，各地点における堆積ポテンシャルの変

化を定量的に表現した．これより得られた結果のなか

で，特に Laura 地域の州島北端部分について着目して

みると，計算結果では大きく堆積傾向であった．しか

し，現地調査から得られた断面測量結果を見てみると，

実際は侵食傾向の強い地点であることがわかる．つま

り Laura 北端における計算結果は現地調査結果と比較

すると正反対の現象が生じてしまったこととなる．一

方，Laura北端における流速計データの解析結果からは，

潮位変動に応じて流動場が生じ，それらが Laura 北端

では支配的な物理外力であった．これらを合わせて検

討すると，Laura北端では潮位変動に応じて生じる流動

が付近の地形変化に大きく影響を及ぼしており，堆積

ポテンシャルの算定では，流動を考慮していないため，

違った地形変化傾向が算定されたものと考えられる． 

 以上の考察から，Laura北端付近では波浪だけでなく，

潮位変動によって生じる沿岸流も考慮したうえでの漂

砂量算定が必要であり，それによってより詳細に将来

の地形変化を議論していくことが可能となると考えら

れる． 

5. 結 論 
本研究では，マーシャル諸島マジュロ環礁を対象と

し，海面上昇を想定した波浪場および土砂堆積量ポテ

ンシャルの算定を行い，その変化を定量的に明らかと

した．また，現地調査結果との比較検討を行った．そ

の結果，以下のことが明らかとなった． 

・0.88m の海面上昇後ではラグーン側海岸線の土砂堆

積量ポテンシャルが大きく変化した．特に Long 

Island地域においては侵食･堆積それぞれの方向で増

加し，侵食量はもっとも大きいところでおよそ 4.5

倍となることが明らかとなった． 

・現地調査から得られた流速データおよび断面測量結

果の解析から，Lauraの先端部分では波浪よりも潮位

差によって生じる流動場が支配的であり，近年は激

しい侵食傾向であることが明らかとなった．  

今後は，本研究で得られた新たな課題を土砂堆積量

ポテンシャルの算定の際に考慮することで，より詳細

な地形維持モデルを構築していく予定である． 
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